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基本目標 通番
代表
指標

事業名 担当部署 頁

1 ほっこりんぐ事業 障がい福祉課 13

2 ○ 障がい理解・啓発事業 障がい福祉課 1

3 人権啓発イベント開催事業 共生社会推進課 13

4 「障がい者児の人権を考える市民のひろば」開催事業 障がい福祉課 13

5 人権教育・啓発推進事業 生涯学習課 13

6 社会福祉大会等開催事業 地域福祉連携室 13

7 福祉的な学習機会の提供事業 学校教育課 13

8 ヘルプマーク等普及啓発事業 障がい福祉課 14

9 まちづくりへの参画促進事業 障がい福祉課 14

10 イベント等に参加しやすい環境づくり事業 障がい福祉課 14

11 ○ あいサポート運動事業 障がい福祉課 1

12 障がい者社会参加・自立支援事業補助金給付事業 障がい福祉課 14

13 地域福祉活動団体支援事業 地域福祉連携室 14

14 ○ 乳幼児・妊婦健康診査事業 健康づくり推進課 2

15 新生児訪問事業 健康づくり推進課 15

16 育児支援家庭訪問事業 健康づくり推進課 15

17 各種健康診査事業 健康づくり推進課 15

18 各種検診事業 健康づくり推進課 15

19 特定健康診査事業 国民健康保険課 15

20 ○ 精神障がい者相談支援事業 障がい福祉課 2

21 地域障がい者相談支援委託事業（精神） 障がい福祉課 16

22 精神障がい者グループワーク事業 障がい福祉課 16

23 自殺対策事業 地域福祉連携室 16

24 地域リハビリテーション事業 健康づくり推進課 16

25 自立支援医療給付事業 障がい福祉課 16

26 ○ 地域医療体制の充実事業 障がい福祉課 3

27 入院時意思疎通支援事業 障がい福祉課 16

２
保健・医療サービスの安
心がある

施策

１
ふれあい・わかりあい・
支えあうことができる

（１）
ふれあい・わかりあいのま
ちづくり

（２） 支えあいのまちづくり

（３）
疾病等の予防と早期発見・
対応

（４） 心の健康づくりの推進

（５）
医療・リハビリテーション
の充実
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基本目標 通番
代表
指標

事業名 担当部署 頁施策

28 ○ 発達障がい児者の支援体制整備事業 障がい福祉課 3

29 障害児相談支援給付・障害児通所給付事業 障がい福祉課 17

30 発達支援保育実施事業（巡回訪問） 子育て支援課 17

31 軽度・中等度難聴児発育支援事業 障がい福祉課 17

32 発達障がいに関する理解啓発事業 教育支援センター 17

33 教育相談事業 教育支援センター 17

34 医師・心理等発達相談事業 健康づくり推進課 17

35 就学相談の実施 学校教育課 18

36 児童発達支援センター等整備事業
障がい福祉課
福祉政策室 18

37 ○ 発達支援保育実施事業 子育て支援課 4

38 通級指導の充実事業 学校教育課 18

39 学校教育管理事業（特別支援教育支援員の配置） 学校教育課 18

40 長岡京市教育支援委員会運営事業 教育支援センター 18

41 小（中）学校就学援助支援事業（特別支援教育就学奨励費支給事業） 学校教育課 18

42 ○ 障がい児通所給付事業（放課後等デイサービス） 障がい福祉課 4

43 放課後児童クラブ育成事業 生涯学習課 19

44 すくすく教室推進事業 生涯学習課 19

45 ○ 地域障がい者相談支援委託事業 障がい福祉課 5

46 心身障がい者相談事業 障がい福祉課 19

47 地域障がい者相談支援委託事業（精神）〈再掲（21と同じ）〉 障がい福祉課 19

48 地域相談支援事業（進路相談） 障がい福祉課 19

49 相談支援体制充実事業 障がい福祉課 20

50 ○ 指定特定相談支援給付・自立支援給付事業 障がい福祉課 5

51 補装具給付事業 障がい福祉課 20

52 支援の資質向上のための研修参加事業 障がい福祉課 20

53 日常生活用具給付適正化事業 障がい福祉課 20

54 相談支援体制充実事業〈再掲（49と同じ）〉 障がい福祉課 20

55 ○ グループホーム整備促進事業 障がい福祉課 6

56 身体障がい者住宅改造助成事業 障がい福祉課 20

57 市営住宅修繕事業 住宅営繕課 21

３
子ども一人ひとりに
合った支援・教育等が受
けられる

（６）
早期療育・発達支援及び相
談体制の充実

（７）
疾病や発達に課題のある
子どもへの保育や教育の
充実

（８）
疾病や発達に課題のある
児童への放課後支援の充
実

４
住み慣れた地域で継続
して生活できる

（９）
自己決定を尊重した相談
体制の充実

（１０）
障がい福祉サービス等の
充実

（１１） 住まいの確保
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基本目標 通番
代表
指標

事業名 担当部署 頁施策

58 ○ 地域生活支援拠点整備事業
障がい福祉課
福祉政策室 6

59 障がい福祉人材養成事業 障がい福祉課 21

60 福祉の人材育成事業 福祉政策室 21

61 人材確保支援事業 障がい福祉課 21

62 乙訓圏域障がい者自立支援協議会設置・運営事業 障がい福祉課 21

63 在宅障がい者一時保護費事業 障がい福祉課 21

64 共生型福祉施設整備事業 福祉政策室 22

65 ○ 就労移行・定着支援推進及び支援体制強化事業 障がい福祉課 7

66 あいサポート企業等認定事業 障がい福祉課 22

67 障がい者雇用促進事業 職員課 22

68 ○ ほっこりんぐ事業〈再掲（1と同じ）〉 障がい福祉課 7

69 福祉的就労通所交通費助成事業 障がい福祉課 22

70 障がい者就労施設等からの物品等の調達推進事業 障がい福祉課 22

71 障がい者文化教室等委託事業 障がい福祉課 23

72 市民講座開設事業（聴覚言語障がい者学級） 中央公民館 23

73 障がい者社会参加・自立支援事業補助金給付事業〈再掲（12と同じ）〉 障がい福祉課 23

74 障がい者スポーツ・レクリエーション事業 障がい福祉課 23

75 文化芸術活動・スポーツ活動振興事業 文化・スポーツ振興課 23

76 ○ イベント等に参加しやすい環境づくり事業 障がい福祉課 8

77 ○ 小（中）学校施設安全快適整備事業 教育総務課 8

78 市庁舎建替及び周辺整備事業 公共資産活用推進室 24

79 公園緑地整備事業 公園緑地課 24

80 阪急長岡天神駅周辺整備事業 まちづくり政策室 24

81 防災訓練等実施事業 防災・安全推進室 24

82 ○ 災害時要配慮者支援体制づくり推進事業 地域福祉連携室 9

83 視覚障がい者・聴覚障がい者への災害時情報提供事業 障がい福祉課 24

84 自主防災組織育成事業 防災・安全推進室 25

85 難病患者等の災害時の支援事業 障がい福祉課 25

４
住み慣れた地域で継続
して生活できる

（１２）
地域生活を支える社会資
源の整備と活用

５
自分らしく働くことがで
きる

（１３） 雇用・就労の促進

（１４） 福祉的就労の充実

６
文化芸術・スポーツ活動
を楽しむことができる

（１５）
文化芸術・スポーツ活動の
推進と活性化

（１６）
ユニバーサルデザインの推
進

（１７） 防災対策の推進

７
安心・安全で便利な環境
がある
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基本目標 通番
代表
指標

事業名 担当部署 頁施策

86 成年後見制度利用支援事業
地域福祉連携室
障がい福祉課 25

87 障がい者虐待一時保護委託事業 障がい福祉課 25

88 ○ 乙訓福祉施設事務組合運営事業（乙訓障がい者虐待防止センター） 障がい福祉課 9

89 ○ 合理的配慮の提供に向けた研修実施事業 障がい福祉課 10

90 人事管理事業 職員課 25

91 図書館サービス事業 図書館 26

92 各選挙事業 総務課 26

93 まちづくりへの参画促進事業〈再掲（9と同じ）〉 障がい福祉課 26

94 ○ 行政情報発信事業 障がい福祉課 10

95 障がい者の意思疎通支援事業（支援者・設備面） 障がい福祉課 26

96 障がい者の意思疎通支援事業（情報発信面） 障がい福祉課 26

97 情報発信体制のバリアフリー化事業 広報発信課 27

98 長岡京駅前線整備事業 まちづくり政策室 27

99 舗装復旧・側溝改良事業及び交通安全施設整備事業 道路・河川課 27

100 公共交通基盤整備事業 交通政策課 27

101 ○ 移動支援事業の促進事業 障がい福祉課 11

102 愛のタクシーチケット事業 障がい福祉課 27

７
安心・安全で便利な環境
がある

（１９）
行政サービスにおける合
理的配慮

（２
０）

情報アクセシビリティの向
上

（２１） 移動環境の充実

（１８）
権利擁護及び虐待防止の
推進



通番 事業名 担当 事業概要
５年後に実現したいまちやひとの姿

（達成目標）
代表指標

期首値
（元年度）

現状値
 （令和5年度）

期末目標値
（令和８年度）

令和5年度の実績
（実施内容、成果など）

目標達成に向けた課題

2
障がい理解・啓発
事業

障がい福祉課

「誰もが共に自分らしく暮
らす長岡京市障がい者基
本条例」の趣旨に基づき、
共生のまちを実現するた
め、広報紙などを活用し、
障がいについて理解を深
め、その理解を定着させる
ための取り組みを行いま
す。

多様なふれあいを通じて、障がい
のある人とない人の交流と相互理
解が進んでいる。

長岡京市民の障
がい者に対する
理解が「進んで
きた」と思う障が
いのある人等の
割合※

※計画策定のた
めのアンケート調
査結果

39.6% ￣ 60%

合理的配慮の民間事業者への義
務化を周知するため、長岡京市
商工会を通じて内閣府主催の説
明会のチラシ1,000部を市内事
業者に配布しました。また、2月号
広報紙でも義務化の周知記事を
掲載しました。
3月3日は耳の日ということで、3
月号広報紙に聞こえにくさに関し
ての周知記事を掲載しました。12
月の「障がい児の人権を考える市
民のひろば」では、スポーツ用車
イスの展示や点字体験、作品展
示等を通じて障がい理解の促進
を図りました。

様々な機会をとらえ、障がい理
解・啓発を促進していく必要が
あります。

通番 事業名 担当 事業概要
５年後に実現したいまちやひとの姿

（達成目標）
代表指標

期首値
（元年度）

現状値
 （令和5年度）

期末目標値
（令和８年度）

令和5年度の実績
（実施内容、成果など）

目標達成に向けた課題

11
あいサポート運動
事業

障がい福祉課

誰もが暮らしやすい社会
の実現をめざすため、多様
な障がい特性を学び、障が
いのある人が困っていると
きにちょっとした手助けを
実践する「あいサポー
ター」の養成に取り組むと
ともに、あいサポート運動
についてより多くの市民へ
周知を進めていきます。

日常生活や社会生活での支えあい
があり、誰もが暮らしやすいまちに
なっている。

あいサポーター
養成数（年間）

719人 1,509人 1,800人

市職員、企業、市民等を対象にあ
いサポーター研修を11回開催し
ました。その結果、9団体を「あい
サポート企業等」に認定しました。
また、年間で計163名のあいサ
ポーターを養成しました。

引き続き、ホームページや広報
紙を活用し、ＷＥＢ研修も含め
て、市民・事業者・団体への啓
発機会を確保します。特に民間
事業者には合理的配慮の義務
化を学ぶ機会として、あいサ
ポーター研修を職員研修に活
用いただけるよう周知を行いま
す。

基本目標１　ふれあい・わかりあい・支えあうことができる

　施策（１）　ふれあい・わかりあいのまちづくり

　施策（２）　支えあいのまちづくり

1



通番 事業名 担当 事業概要
５年後に実現したいまちやひとの姿

（達成目標）
代表指標

期首値
（元年度）

現状値
 （令和5年度）

期末目標値
（令和８年度）

令和5年度の実績
（実施内容、成果など）

目標達成に向けた課題

14
乳幼児・妊婦健康
診査事業

健康づくり推
進課

乳幼児健診時に、乳幼児と
その保護者を対象に、疾病
等の予防・早期発見と育児
支援等を行います。また、
妊婦に対しては、医療機関
での妊婦健診で使用する
公費負担受診券つづりを
発行し、支援等が必要な妊
婦には訪問指導を行いま
す。

障がいの原因となる疾病等の予防
や早期発見・対応のため、健診や訪
問等が確実に行われている。

乳幼児健診（３歳
６か月児）事業に
おける受診率

96.9% 99.1% 100%

【健診受診率】
4か月児健診     ：99.3％
1歳8か月児健診：98.2％
3歳6か月児健診：99.1％
妊婦健診実人数：933人

乳幼児健診未受診者について
は、全数把握を行いました。

体調不良等の理由により乳幼
児健診の未受診者の発生は避
けられません。未受診者につい
ては、今後も訪問や来所相談
等により児の状況の全数把握
を行い、必要な指導を実施しま
す。

通番 事業名 担当 事業概要
５年後に実現したいまちやひとの姿

（達成目標）
代表指標

期首値
（元年度）

現状値
 （令和5年度）

期末目標値
（令和８年度）

令和5年度の実績
（実施内容、成果など）

目標達成に向けた課題

20
精神障がい者相
談支援事業

障がい福祉課

精神保健福祉士などの専
門員が、精神障がいに関
する相談等に応じます。ま
た、精神障がい者連絡員
が、精神障がいに対する差
別的取り扱いや合理的配
慮の不提供に関する相談
に応じ、市へ報告します。

誰でも気軽に安心して相談できる
窓口が充実している。

精神保健福祉相
談・精神障がい
者連絡員相談の
相談実績（年間）

107件 247件 150件

・精神保健福祉相談については、
精神保健福祉士が所属する事業
所に委託し、毎週水曜日の市役
所での相談、利用者宅へのアウト
リーチ支援などを実施し、年間で
66件の相談を受け付けました。
・精神障がい者連絡員相談につ
いて、令和4年度に引き続き、精
神障がい者の家族会へ事業委託
し、電話・手紙等での相談や家族
相談会を実施しました。年間で
181件の相談を受け付けました。

・精神障がいに関する相談が介
護者の高齢化などにより顕在
化してくるケースが年々増加し
ていますが、本人のニーズが顕
在化せず、その後の支援に繋
がりにくいケースがあります。
・本人・家族の思いを重視しな
がら、重層的支援体制も見据
え、医療機関や他の支援機関
と連携し、適切な支援が行える
よう出口を見据えた連携体制
の強化が必要です。

　施策（３）　疾病等の予防と早期発見・対応

基本目標２　保健・医療サービスの安心がある

　施策（４）　心の健康づくりの推進

2



通番 事業名 担当 事業概要
５年後に実現したいまちやひとの姿

（達成目標）
代表指標

期首値
（元年度）

現状値
 （令和5年度）

期末目標値
（令和８年度）

令和5年度の実績
（実施内容、成果など）

目標達成に向けた課題

26
地域医療体制の
充実事業

障がい福祉課

障がいのある人が、地域に
おいて気軽に医療機関を
受診できるよう、関係機関
への啓発により、障がいに
対する理解のある医療関
係者を増やします。また、
障がいのある人に対する
医療制度・サービスの周知
に取り組むとともに、医療
的ケア児・重症心身障がい
児者等の医療型短期入所
の受入体制強化等に努め
ます。

障がい特性や希望に応じた適切な
保健・医療サービスが充実してい
る。

「（長岡京市は）
適切な保健・医
療サービスが充
実している」と思
う障がいのある
人等の割合※

※計画策定のた
めのアンケート調
査結果

60.6% ￣ 70%

令和5年度は、乙訓圏域障がい
者自立支援協議会医療的ケア委
員会と協力しながら、医療型短期
入所の利用促進に向けて活動し
ました。具体的には、モデルケー
スの利用を通じて見えてきた高
齢者と障がい者のケアに対する
認識の違い等、実際の利用に向
けて協議しました。サービス調整
の役割を担う相談支援専門員を
対象に、医療型短期入所施設に
て見学と説明会を実施しました。

医療型短期入所の開設による
保健・医療サービスの提供体
制の拡充がすすんだことから、
引き続き関係機関や施設と連
携を図り、利用促進やサービス
の質の向上に向けて取り組み
ます。

通番 事業名 担当 事業概要
５年後に実現したいまちやひとの姿

（達成目標）
代表指標

期首値
（元年度）

現状値
 （令和5年度）

期末目標値
（令和８年度）

令和5年度の実績
（実施内容、成果など）

目標達成に向けた課題

28
発達障がい児者
の支援体制整備
事業

障がい福祉課

子どもの発達に関わる福
祉、保健、教育等の関係機
関の連携強化により、切れ
目ない支援体制を構築し
ます。また、子どもの特性
や発達について共有でき
る「ながおかきょう“リンク・
ブック”」の活用を促進しま
す。

発達に課題のある子どもが早期に
適切な支援につながっている。

長岡京市支援
ファイル「ながお
かきょう“リンク・
ブック”」作成率
（想定される必要
な人数に対する
作成数）

56.9% 134.2% 100%

平成28年度から長岡京市独自
の発達支援ファイル「ながおか
きょう"リンク・ブック"」を配布して
います。発達障がいのある児童
等の割合を0歳から15歳の人口
の1割程度と想定し、これまでに
「ながおかきょう"リンク・ブック"」
を配布した実数（1,597人）の割
合を求めたところ、134.2％とな
りました。乳幼児健診や小学校就
学時の発達相談等を機会として、
発達課題のある乳幼児を中心に
配布するとともに、小中学校の支
援学級においても配布しました。

「ながおかきょう"リンク・ブック
"」がより活用されるためには関
係機関や教育現場、支援の場
におけるより一層の理解浸透
が必要です。また、利用者の
ニーズと使い易さに対応した内
容の検討が引き続き必要で
す。

　施策（５）　医療・リハビリテーションの充実

　施策（６）　早期療育・発達支援及び相談体制の充実

基本目標３　子ども一人ひとりに合った支援・教育等が受けられる

3



通番 事業名 担当 事業概要
５年後に実現したいまちやひとの姿

（達成目標）
代表指標

期首値
（元年度）

現状値
 （令和5年度）

期末目標値
（令和８年度）

令和5年度の実績
（実施内容、成果など）

目標達成に向けた課題

37
発達支援保育実
施事業

子育て支援課

発達支援保育指導会議に
おいて、保育及び発達支
援の必要な子どもについ
て総合的な検討を行うとと
もに、関係機関同士の連
携強化を図り、より質の高
い発達支援保育を実施し
ます。また、インクルーシブ
保育の実施のため、子ども
の発達過程に応じ、指導計
画に基づく保育を適切に
実施し、発達支援加配保
育士を配置します。

疾病や発達に課題のある子どもが
安心して生活し、学ぶための保育・
教育環境が充実している。

発達支援のため
の加配保育士の
配置数(公立・民
間合計)

38人 ６１人 40人

・発達支援の必要な児童に対し、
必要な支援体制を決定するた
め、関係機関の連携のもと発達
支援保育指導会議を開催し、支
援体制を決定しました。
・令和5年度は、公立４保育所の
29名の支援児に対し、19.5人の
支援加配保育士を配置しました
（認可保育施設全体で対象児童
95人に対し、62人加配。）
・保育所外研修
　保育協会主催キャリアアップ
　研修
　JIAM研修等
・庁内研修
　保育所人権研修
　各保育所担当者会議

・クラス担任保育士に加え、発
達支援保育のニーズの増加や
年度途中入所、入所後発達支
援保育につながるケースへの
対応等、年間を通して保育士
の確保が課題です。
・医療的ケアのニーズに対応で
きるよう、入園から卒園までを
見越した専属看護師や加配保
育士の確保、及び保育環境を
整備し、安心・安全な保育が提
供できる人的・物的環境を整え
ることが必要です。

通番 事業名 担当 事業概要
５年後に実現したいまちやひとの姿

（達成目標）
代表指標

期首値
（元年度）

現状値
 （令和5年度）

期末目標値
（令和８年度）

令和5年度の実績
（実施内容、成果など）

目標達成に向けた課題

42
障がい児通所給
付事業（放課後等
デイサービス）

障がい福祉課

児童福祉法に基づく放課
後等デイサービスについ
て、障がい児支援利用計
画に基づき適切なサービス
を検討した上で支給決定
します。また、事業所・学校
等の関係機関の連携に努
めます。

疾病や発達に課題のある子ども
が、放課後の充実した生活を過ご
す場が保たれている。

放課後等デイ
サービスの支給
決定者数分の実
利用者数の割合

94.7% 96.8% 97%

・放課後の充実した生活のため、
ニーズに応じた支給決定を行い、
療育の機会の確保に努めました。
・また、必要に応じて、学校、放課
後等デイサービス事業所、相談
支援事業所、行政で情報交換の
場を持ち、障がい児の生活面で
の安全性を確保し、それぞれの役
割を相互に共有・認識しました。

就学期の療育に対する個別の
ニーズを適切に捉え、社会資源
の有効活用を行うために、事業
所や学校とのより一層の連携
を行います。

　施策（８）　疾病や発達に課題のある児童への放課後支援の充実

　施策（７）　疾病や発達に課題のある子どもへの保育や教育の充実

4



通番 事業名 担当 事業概要
５年後に実現したいまちやひとの姿

（達成目標）
代表指標

期首値
（元年度）

現状値
 （令和5年度）

期末目標値
（令和８年度）

令和5年度の実績
（実施内容、成果など）

目標達成に向けた課題

45
地域障がい者相
談支援委託事業

障がい福祉課

地域生活支援事業の相談
支援事業所が、障がいに
関する日常生活、福祉サー
ビス、就労、住居、権利擁
護などの情報提供や相談
に応じます。また、乙訓障
がい者基幹相談支援セン
ターをはじめとした関係機
関との連携を強化します。

身近で気軽な相談から専門相談ま
で、自己決定を支える相談体制が
充実している。

地域障がい者相
談支援委託事業
における相談実
績（年間）

9,160件 17,052件 11,000件

・圏域での計画相談の実績は
2,066件（前年度比104件増、
5.3％増）でした。
・同時に、圏域内６事業所と委託
契約を結び、生活上の相談受付
や適切な福祉サービスの利用に
繋ぐ相談窓口を整備しました。一
般相談委託事業所での令和５年
度の相談実件数は17,052件（前
年度比197件増、1.2％増）でし
た。

相談者がどこに相談しても適切
な支援へつながるように、各相
談支援機関において他の相談
支援機関の役割を認識し、更な
る連携強化を図ります。

通番 事業名 担当 事業概要
５年後に実現したいまちやひとの姿

（達成目標）
代表指標

期首値
（元年度）

現状値
 （令和5年度）

期末目標値
（令和８年度）

令和5年度の実績
（実施内容、成果など）

目標達成に向けた課題

50
指定特定相談支
援給付・自立支援
給付事業

障がい福祉課

障がい福祉サービス等の
利用ニーズに対し、適切な
支援が受けられるよう相談
に応じ、サービス等利用計
画を作成するための計画
相談支援サービスの支給
決定をします。また、サービ
ス等利用計画に基づき、適
切なサービスを検討した上
で必要な介護・訓練等の障
がい福祉サービスの支給
決定をします。

サービス等利用計画に基づく支給
決定により、適切なサービス利用が
確実に行われている。

「サービス等利
用計画」作成率

100.0% 99.7% 維持

・令和5年度末サービス支給者
（障がい者690名／児童513名）
のうち、セルフプランとなっている
3名を除いた全員に計画相談支
援サービスの支給決定を行いま
した。計画相談支援専門員が作
成したサービス等利用計画に基
づき、専門的な見地から必要とさ
れるサービスを支給決定すること
ができました。

・計画相談事業所から採算性
の問題によりこれ以上の受入
が限界であるとの意見があり、
特に専門スキルを要する児童と
精神障がい者に待機が発生し
ています。
・公費が投入されている事業所
に対して、さらなる受入を要請
します。
・採算性の低さに対しては、国
に対して報酬の適正化の要望
を継続します。

　施策（９）　自己決定を尊重した相談体制の充実

　施策（１０）　障がい福祉サービス等の充実

基本目標４　住み慣れた地域で継続して生活できる

5



通番 事業名 担当 事業概要
５年後に実現したいまちやひとの姿

（達成目標）
代表指標

期首値
（元年度）

現状値
 （令和５年度）

期末目標値
（令和８年度）

令和５年度の実績
（実施内容、成果など）

目標達成に向けた課題

55
グループホーム整
備促進事業

障がい福祉課

共同生活援助(グループ
ホーム)を整備するにあた
り整備に関する国庫補助
金等の対象となる場合に、
設置する法人に対して建
設費用や埋蔵文化財調査
費用等を補助します。

自分が選ぶ住まいで安心して快適
に暮らすことができるよう、適切に
制度が運用されている。

共同生活援助
(グループホー
ム)の利用者数
（３月末時点）

69人 94人 90人 施設整備補助金：対象なし

引き続きグループホームの設
置を推進します。
整備に関する国庫補助金等対
象となる場合に、施設整備を行
う事業所へ補助します。

通番 事業名 担当 事業概要
５年後に実現したいまちやひとの姿

（達成目標）
代表指標

期首値
（元年度）

現状値
 （令和5年度）

期末目標値
（令和８年度）

令和5年度の実績
（実施内容、成果など）

目標達成に向けた課題

58
地域生活支援拠
点整備事業

障がい福祉課
福祉政策室

長岡京市共生型福祉施設
構想・基本計画に基づき、
乙訓圏域での地域生活支
援拠点（「相談」「体験の機
会・場」「緊急時の受け入
れ・対応」「専門性」「地域
の体制づくり」の機能を持
つ拠点）を整備します。

地域生活支援拠点が整備されてい
る。

地域生活支援拠
点の整備状況

未整備 未整備 整備

令和4年8月に整備・運営事業予
定者として決定された法人から提
出された企画提案をもとに、開設
に向けた調査研究を行うととも
に、京都府（向日が丘支援学校を
含む）、事業予定者を交えた調整
会議を重ねました。
代表法人：社会福祉法人向陵会
構成員：特定非営利活動法人朔
日の会

・共生型福祉施設の供用開始
は令和８年度を予定していま
す。
・地域生活支援拠点の面的整
備に向けては、各機関の役割
分担について引き続き協議が
必要です。

　施策（１１）　住まいの確保

　施策（１２）　地域生活を支える社会資源の整備と活用

6



通番 事業名 担当 事業概要
５年後に実現したいまちやひとの姿

（達成目標）
代表指標

期首値
（元年度）

現状値
 （令和5年度）

期末目標値
（令和８年度）

令和5年度の実績
（実施内容、成果など）

目標達成に向けた課題

65
就労移行・定着支
援推進及び支援
体制強化事業

障がい福祉課

就労移行支援事業や就労
定着支援事業の利用促進
を図り、一般就労を希望す
る障がいのある人が安心
して働き続けられる環境整
備を進めます。また、公共
職業安定所やしょうがい者
就業・生活支援センター
「アイリス」、京都府障害者
職業センターなどの関係機
関と連携して、サポート体
制を構築し、個々の状況に
応じた支援に努めます。

「働く意欲」のもと、より多くの障が
いのある人等が様々な職域・職場
でいきいきと働いている。

福祉施設から一
般就労への移行
者人数

10人 9人 20人

・就労への意欲が高まっているタ
イミングでのサービス提供ができ
たこともあり、令和５年度は9名の
方が一般就労へステップアップで
きました。
・乙訓圏域障がい者自立支援協
議会の就労支援部会において、
一般就労を目指す障がい者を支
援する就労系の事業所職員や相
談支援事業所職員の一般就労の
理解を深めるため、冊子の作成、
学習会の開催を行いました。
・同部会で受け入れ調整を図って
いる庁内実習は、障がいのある
人に実習の機会を提供すること
により、就労に対する意欲を高
め、一般就労への移行を推進す
る目的で実施しています。令和5
年度は1名の受け入れを行いまし
た。

・障がいのある人が安心して働
くことができる環境整備がなさ
れている事業所と就労希望者
をマッチングさせるため、アイリ
スが事務局の「たけのこネット
ワーク」が活動しています。これ
らの関係機関と引き続き就労
支援部会を通じて連携し、サ
ポート体制をより強化します。
・圏域内の支援機関において、
庁内実習希望者が集まらず実
習が中止になったものもありま
した。次年度は、庁内実習の内
容や対象者などの説明を対面
で丁寧に行います。

通番 事業名 担当 事業概要
５年後に実現したいまちやひとの姿

（達成目標）
代表指標

期首値
（元年度）

現状値
 （令和5年度）

期末目標値
（令和８年度）

令和5年度の実績
（実施内容、成果など）

目標達成に向けた課題

68 ほっこりんぐ事業 障がい福祉課

障がい福祉サービス事業
所で製作された製品を市
役所や市のイベントなどで
販売する機会を設け、施設
利用者の工賃向上を図り
ます。また販売を通して、
障がいのある人とない人
の交流機会を創出し、障が
いについての理解促進に
つなげます。

ほっこりんぐ等の活動が広がって、
「工賃」と「働く意欲」が向上してい
る。

市民アンケートに
て「働く意欲があ
る」と回答した
福祉的就労をす
る障がいのある
人等の割合※

※計画策定のた
めのアンケート調
査結果

59.7% ￣ 70%

【おいでよ♪ほっこりんぐ】
参加事業所：15事業所
開催回数：44回
総売上：1,185,165円
【おでかけ＠ほっこりんぐ】
参加事業所数：延べ40事業所
参加回数：13回
【おまかせ！！ほっこりんぐ】
実績：庁内向けカタログの周知、
庁舎内給茶機の清掃

平均工賃の向上に向け、引き
続きほっこりんぐ事業を通した
市民啓発の継続と各事業所の
魅力的な商品づくり、また事業
に係る情報発信が必要です。

　施策（１３）　雇用・就労の促進

基本目標５　自分らしく働くことができる

　施策（１４）　福祉的就労の充実

7



通番 事業名 担当 事業概要
５年後に実現したいまちやひとの姿

（達成目標）
代表指標

期首値
（元年度）

現状値
 （令和5年度）

期末目標値
（令和８年度）

令和5年度の実績
（実施内容、成果など）

目標達成に向けた課題

76
イベント等に参加
しやすい環境づく
り事業

障がい福祉課

市や京都府、関係団体等
によって開催される各種イ
ベントや講座について、広
報紙やホームページなどの
情報媒体を活用した情報
発信や、手話通訳者、要約
筆記者等の派遣をはじめ
とする人材支援の充実な
ど、障がいのある人が参加
しやすい環境づくりに努め
ます。

文化芸術にふれる機会やスポーツ
に参加する機会が増え、一人ひとり
の人生が充実している。

「身近で文化・芸
術にふれる機会
があり、生活にう
るおいや充実を
感じる」と回答し
た障がいのある
人等の割合※

※計画策定のた
めのアンケート調
査結果

42.1% ￣ 60%

市、京都府や事業所等で開催す
るイベントや事業、研修等につい
て、広報紙や市ホームページで情
報発信を行いました。また、手話
通訳者は142件、要約筆記者は
88件派遣を実施しました。

障がいのある方の生活にうる
おいや充実を感じる機会を増
やすために、情報発信や人材
支援の充実を引き続き図って
いきます。

通番 事業名 担当 事業概要
５年後に実現したいまちやひとの姿

（達成目標）
代表指標

期首値
（元年度）

現状値
 （令和5年度）

期末目標値
（令和８年度）

令和5年度の実績
（実施内容、成果など）

目標達成に向けた課題

77
小（中）学校施設
安全快適整備事
業

教育総務課

地域活動の拠点でもある
小・中学校が、誰もが利用
しやすいように、エレベー
ターを設置する等のバリア
フリー化を推進します。

市内の公共施設がユニバーサルデ
ザインに配慮されて、誰もがより使
いやすくなっている。

小中学校などの
地域防災拠点な
どにおけるエレ
ベーターの設置
数

11基 13基 14基
長岡第四小学校再整備工事に伴
う新校舎が完成し、エレベータが
整備されました。

残り１基の長岡第三小学校は、
再整備工事で対応予定です。
令和5年度から基本・実施設計
に取り掛かっていますが、現時
点では工事の具体的な予定は
未定です。

基本目標６　文化芸術・スポーツ活動を楽しむことができる

　施策（１５）　文化・芸術スポーツ活動の推進と活性化

基本目標７　安全で便利な環境がある

　施策（１６）　ユニバーサルデザインの推進

8



通番 事業名 担当 事業概要
５年後に実現したいまちやひとの姿

（達成目標）
代表指標

期首値
（元年度）

現状値
 （令和5年度）

期末目標値
（令和８年度）

令和5年度の実績
（実施内容、成果など）

目標達成に向けた課題

82
災害時要配慮者
支援体制づくり推
進事業

地域福祉連携
室

災害対策基本法における
避難行動要支援者名簿
（本市における災害時要配
慮者名簿）の整備と精度の
向上を進めます。併せて、
関係部署、自治会、自主防
災会、民生委員・児童委員
などとの連携により、避難
支援プラン（個別計画）の
策定を進めます。

防災への意識が高まり、地域の支
えあいに根ざした災害時への備え
が進んでいる。

災害時要配慮者
支援制度対象者
への案内返答率
※

※登録意向に係
る郵送調査にお
ける返答数÷郵
送調査対象者数

約11％ 約85.8％ 70%

1,215人への名簿登録の登録意
向調査送付に対し、1,042人から
返信がありました。
登録希望者へ民生児童委員が戸
別訪問による申請手続きを行い、
名簿を更新しました。
令和6年1月末登録者数：2,378
人。
また、名簿は民生児童委員、自治
会・自主防災会、消防署で保管さ
れ、個別避難計画の作成におい
ては、自治会・自主防災会に様式
を配布し、地域で活用する共助の
取り組みと障がいや高齢者支援
機関や市で連携し個別避難計画
（公助）５ケースを作成しました。

代表指標は達成していますが、
令和3年度の改正災害対策基
本法では、災害時の避難支援
等を実効性のあるものとするた
め、「個別避難計画」の作成が
市町村の努力義務となりまし
た。
本市では、地域の支え合い（共
助）の取り組みにおいて、制度
の周知や名簿の整備、個別避
難計画の作成を進めており、そ
れに加えて福祉専門機関の協
力を得ながら、庁内の関連課
が一体となって進める個別避
難計画作成と進捗管理（公助）
の取り組みも引き続き行いま
す。

通番 事業名 担当 事業概要
５年後に実現したいまちやひとの姿

（達成目標）
代表指標

期首値
（元年度）

現状値
 （令和5年度）

期末目標値
（令和８年度）

令和5年度の実績
（実施内容、成果など）

目標達成に向けた課題

88

乙訓福祉施設事
務組合運営事業
（乙訓障がい者虐
待防止センター）

障がい福祉課

虐待防止や養護者支援に
関する広報その他の啓発
活動を行う虐待防止セン
ターを乙訓福祉施設事務
組合に設置し、センターと
市が連携し、通報・届出の
受理、障がいのある人等と
養護者に対する相談・指
導・助言を行います。

障がいのある人等の権利を守る仕
組みがより周知されている。

虐待防止セン
ターの年間虐待
通報受理件数

17件 ２５件 20件

・障がい者虐待通報のあった25
件について、乙訓障がい者虐待
防止センターと連携し、速やかな
事実確認と虐待認定を行いまし
た。
・虐待認定のあったケースでは、
被虐待者の安全・安心を最優先
とした対応を実施しました。
・乙訓地区の障がい者虐待防止
ネットワーク会議資料を共有する
ことなどにより、虐待の未然防止
と、虐待事例があった場合に迅速
な通報の必要性の周知に努めま
した。

・障がい者に対する虐待は被虐
待者からの発信が少なく発見
が困難な場合があります。
・虐待の未然防止、虐待疑いの
事例があった場合に迅速な通
報につながるよう、虐待に対す
る研修など積極的な周知を継
続します。

　施策（１８）　権利擁護及び虐待防止の推進

　施策（１７）　防災対策の推進
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通番 事業名 担当 事業概要
５年後に実現したいまちやひとの姿

（達成目標）
代表指標

期首値
（元年度）

現状値
 （令和5年度）

期末目標値
（令和８年度）

令和5年度の実績
（実施内容、成果など）

目標達成に向けた課題

89
合理的配慮の提
供に向けた研修
実施事業

障がい福祉課

各種研修へ職員を派遣し、
合理的配慮提供に向けた
資質向上に取り組むほか、
庁内においても障がいに
関する研修・啓発プログラ
ムを体系化し、継続的に活
用していきます。

全ての市職員が合理的配慮の理念
を理解し、誰にとっても利用しやす
い行政サービスを提供できる体制
が整っている。

市職員のあいサ
ポーター研修受
講延べ人数

196人 ５３３人 560人

①職員基礎研修　窓口で生かせ
る手話・あいサポート研修（令和5
年10月開催：20名受講）
②未受講職員向けのあいサポー
ター研修（令和6年1月開催：28
名受講）

障害者差別解消法の施行や誰
もが共に自分らしく暮らす長岡
京市障がい者基本条例の制定
を受け、引き続き市職員の障が
い理解と対応力の向上に努め
る必要があります。

通番 事業名 担当 事業概要
５年後に実現したいまちやひとの姿

（達成目標）
代表指標

期首値
（元年度）

現状値
 （令和5年度）

期末目標値
（令和８年度）

令和5年度の実績
（実施内容、成果など）

目標達成に向けた課題

94
行政情報発信事
業

障がい福祉課

障がいに関する制度、相談
窓口、サービス提供につい
ての情報を掲載した「障が
い者福祉のしおり」や市
ホームページ等について、
掲載内容の充実に努めま
す。また、感染症予防等の
情報についても、障がい特
性に配慮して広報します。

行政の情報発信体制が充実し、必
要な情報がより入手しやすくなって
いる。

「行政からの必
要な情報が入手
しやすい」と回答
した障がいのあ
る人等の割合
（市民アンケート
調査）※

※計画策定のた
めのアンケート調
査結果

44.7% ￣ 60%

「障がい者福祉のしおり」の掲載
内容について、各関係機関から
の情報提供を促すとともに、UD
フォントを使用したり、視覚障が
い者用に絵や図を用いていない
文章のみの案内も掲載するなど、
より活用しやすい情報提供方法
について検討しました。また、視
覚障がいのある方に向け、市の
ホームページにおいて音声読み
上げに対応した形式での情報提
供を行いました。
さらに、扶養共済制度補助金につ
いてもLINE申請を導入しまし
た。

「障がい者福祉のしおり」の利
便性を高めるため、引き続き掲
載内容等の検討が必要です。
また、障がい特性に配慮した情
報提供の方法についても検討
を行う必要があります。
さらに、児童通所サービスの更
新だけでなく、新規申請、障が
い福祉サービス、地域生活支
援事業のLINE申請についても
導入を検討します。

　施策（１９）　行政サービスにおける合理的配慮

　施策（２０）　情報アクセシビリティの向上
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通番 事業名 担当 事業概要
５年後に実現したいまちやひとの姿

（達成目標）
代表指標

期首値
（元年度）

現状値
 （令和5年度）

期末目標値
（令和８年度）

令和5年度の実績
（実施内容、成果など）

目標達成に向けた課題

101
移動支援事業の
促進事業

障がい福祉課

重度の障がいや視覚障が
いのため一人での外出が
困難な障がいのある人の
社会参加を促進し、生活の
質を高めるため、移動支援
事業を実施します。また、
移動支援従事者養成研修
を支援します。

快適に移動ができ、自分らしい生
活を送ることができている。

移動支援事業
（実利用人数）

189人 192人 210人

新型コロナウイルス感染症が5類
になったことにより、昨年に比べ
外出される機会が増えてきまし
た。また、社会福祉協議会が令和
５年6～10月に移動支援従事者
養成研修を実施するにあたり市
から講師を派遣し、7名が修了し
ました。

障がいのある人の自立や社会
参加を促進するため、引き続き
移動支援事業を促進します。ま
た。移動支援従事者養成研修
の支援により、移動支援従事者
の人材確保を図ります。

　施策（２１）　移動環境の充実
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通番 事業名 担当 事業概要
令和５年度の実績

（実施内容、成果など）

1
ほっこりんぐ事業
〈再掲（68と同じ）〉

障がい福祉課

障がい福祉サービス事業所で製作された製品を市役所や市のイベント
などで販売する機会を設け、施設利用者の工賃向上を図ります。また販
売を通して、障がいのある人とない人の交流機会を創出し、障がいにつ
いての理解促進につなげます。

【おいでよ♪ほっこりんぐ】
参加事業所：15事業所
開催回数：44回
総売上：1,185,165円
【おでかけ＠ほっこりんぐ】
参加事業所数：延べ40事業所
参加回数：13回
【おまかせ！！ほっこりんぐ】
実績：庁内向けカタログの周知、庁舎内給茶機の清掃

3 人権啓発イベント開催事業 共生社会推進課
人権が尊重され、多様性を認めあう共生社会の実現をめざして「人権・
男女共同参画フォーラム」を開催するなど、広く人権を考える機会を提
供し、人権意識の普及・高揚を図ります。

人権週間での事業として、12月2日（土）に中央公民館にて「人権・男女共同参画フォーラム2023」を
開催。弁護士の菊地　幸夫氏の講演会、人権擁護委員による活動報告、人権・平和に関するパネル展
示、スタンプラリーの実施を通し、人権意識の普及・高揚を図りました。

※「障がい者児の人権を考える市民のひろば」とあわせた延べ来場者数：約350人

4
「障がい者児の人権を考える市民のひろば」開催
事業

障がい福祉課
市民が人権を考える機会として、障害者週間に併せて子どもから高齢
者まで誰もが気軽に参加できるよう配慮しつつ、障がいに関する企画
や、映画、講演会、障がい当事者による発表などを行います。

12月2日（土）に中央公民館で「障がい者児の人権を考える市民のひろば」を開催しました。
集客確保のため飲食ブースを増やすとともに、手話歌や合唱のほか、視覚障がい者によるマッサージ
体験や障がい福祉事業所利用者作品展示、要約筆記展示、スポーツ用車イス展示など、障がい理解
を促進するための取組を充実させました。
参加者数：約350人

5 人権教育・啓発推進事業 生涯学習課
人権週間に併せて人権啓発に関する標語・ポスター等を市民から募集
し、入賞作品の展示を行うほか、人権問題研究市民集会の開催、ホーム
ページを通じた人権啓発等を行います。

令和6年2月10日に第39回人権問題研究市民集会を開催しました。今年度は人権啓発作品の展示と
ワークショップを開催しました。
・来場者数：200人
・人権啓発作品応募点数：4,973点
・人権啓発作品応募人数：4,001人
また、2月13日～25日まで市役所新庁舎1階ロビーで人権啓発作品を展示しました。

6 社会福祉大会等開催事業 地域福祉連携室

社会福祉大会において、自らその障がいを克服し、現在、自立更生して
他の模範とするに足りると認められる人（自立更生者）と、永年にわた
り、障がいのある人の更生援護に尽力し、その功績が顕著であると認め
られる人（更生援護功労者）に対してきりしま賞を贈呈します。

7月19日（水）に中央公民館市民ホールにおいて開催しました。きりしま賞：ボランティア功労者1団体、
自立更生者1名、市長感謝状：社会福祉施設・社会福祉団体関係者3名、寄附者1団体の表彰を行いま
した。第1部は表彰式、第2部は地域住民のみなさんと一緒に、「ふだんのくらしのしあわせ」を考える
きっかけになるよう、「”一人じゃない”と思える地域って？」をテーマに映画「体操しようよ」を上映しま
した。

7 福祉的な学習機会の提供事業 学校教育課

福祉について関心を持ち、障がいのある人への正しい理解と認識を深
めることができるよう、小・中学校における交流教育や体験活動の場を
積極的に設け、子どもが互いに認めあい、支えあうことができる豊かな
人間関係の育成に努めます。

市内小中学校において道徳、生活科、国語科、総合的な学習の時間、特別活動等で障がいに関する
学習を行う時間を設けました。また、校区在住の特別支援学校の児童との交流や、体験学習を行った
学校もありました。

【その他事業】

　施策（１）　ふれあい・わかりあいのまちづくり

基本目標１　ふれあい・わかりあい・支えあうことができる
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8 ヘルプマーク等普及啓発事業 障がい福祉課
援助や配慮を必要とすることを知らせるヘルプマークを配布するととも
に、その他の障がいに関連するマークについても、それぞれの意義や一
人ひとりができる配慮のあり方を含めて普及啓発に取り組みます。

ヘルプマークのポスター掲示、市ホームページへの掲載、「障がい福祉のしおり」への掲載を通して普
及啓発に努めました。なお、ヘルプマークは健康づくり推進課、障がい福祉課で配布しており、令和5
年度の配布数は445個でした。

9 まちづくりへの参画促進事業 障がい福祉課
障がいのある人の意見が行政運営や地域活動等において反映されるよ
う、当事者やその家族との対話の場を継続して設けるとともに、誰もが
参加しやすい環境を整えつつ、審議会等への参画促進に取り組みます。

聴覚障がい者要望懇談会、乙訓やよい会懇談会において、障がい当事者やご家族との対話の場を設
けました。また、市の施策へ意見の反映を目的とし、地域公共交通会議、防災会議、公民館運営審議
会、スポーツ推進審議会において、障がいのある方が委員としての参画されました。

10 イベント等に参加しやすい環境づくり事業 障がい福祉課

市や京都府、関係団体等によって開催される各種イベントや講座につい
て、広報紙やホームページなどの情報媒体を活用した情報発信や、手話
通訳者、要約筆記者等の派遣をはじめとする人材支援の充実など、障
がいのある人が参加しやすい環境づくりに努めます。

市広報紙やホームページ、チラシなどの情報媒体を活用し、各種イベントや講座の情報に加え、障がい
のある人がイベント等に参加しやすいように、手話通訳、要約筆記の設置・事前申込に関する発信を行
いました。

通番 事業名 担当 事業概要
令和５年度の実績

（実施内容、成果など）

12
障がい者社会参加・自立支援事業補助金給付事
業

障がい福祉課
障がいのある人の活動の充実や当事者団体等の組織育成のため、障が
い者団体が自主的に実施する事業経費に対する補助金の交付等の支
援を行います。

障がい者団体へ補助金を交付しました。
5月：卓球バレー大会
9月：社会見学（生活行動訓練）
10月スポーツフェスティバル
1月：長障連新年研修会

13 地域福祉活動団体支援事業 地域福祉連携室

福祉ボランティア団体等の福祉活動を振興し、当該活動を行う団体等の
健全な育成を図るために、活動の継続又は発展に係る事業に要する経
費に対して、助成金を交付します。また、市内団体の活動の実態に合わ
せて、制度そのものの今後のあり方についても検討します。

地域福祉活動団体計7団体から交付申請があり、適正審査の結果、団体の実績に応じて民間社会福
祉活動振興助成金を交付しました。（子ども・子育て分野2団体、障がい福祉分野2団体、高齢福祉分
野2団体、地域福祉分野1団体）

　施策（２）　支えあいのまちづくり
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通番 事業名 担当 事業概要
令和５年度の実績

（実施内容、成果など）

15 新生児訪問事業 健康づくり推進課
新生児がいる家庭を訪問し、健康に係る問題を早期に発見し治療につ
なげます。また、育児上必要な助言や情報提供・育児相談に応じます。

【新生児訪問実施数】
対象者数：624人
訪問実績：624人（100％）
安心して子育てができるよう出生後早期に家庭訪問や状況把握に努めました。

16 育児支援家庭訪問事業 健康づくり推進課
障がいのある乳幼児（疑いを含む）がいる家庭を保健師等が訪問し、障
がいの早期発見と、家庭内での円滑な育児への支援を行います。

【訪問指導実施数】
実人数：501人　延人数：796人
妊娠中から継続した家庭訪問に取り組みました。

17 各種健康診査事業 健康づくり推進課
長寿（後期高齢者）健康診査、健康増進法による健康診査、20・30歳代
の健康診査、特定保健指導等を実施し生活習慣病予防を一層推進して
いきます。

【健康診査受診者数】
長寿（後期高齢者）健康診査：6,052人
健康増進法による健康診査：142人
20・30歳代の健康診査：（未実施）

18 各種検診事業 健康づくり推進課
健康の保持・増進のため、各種がん検診、胃がんリスク検診、肝炎ウイ
ルス検診等の受診促進や、がんの早期発見、がんに関する正しい情報
の普及啓発を図ります。

【検診受診数・受診率】
肺がん検診　         　1,125人（2.3%）
胃がん検診　　            415人（2.2%）
前立腺がん検診　　  2,578人（18.3%）
大腸がん検診　　　　 4,004人（8.0%）
乳がん検診　　    　   1,542人（10.9%）
子宮頸がん検診　     1,760人（9.4%）
胃がんリスク検診        357人（14.2%）
肝炎ウイルス検診　       171人（15.9%）

19 特定健康診査事業 国民健康保険課
健康と長寿の確保と医療費の伸びの抑制のため、糖尿病等の生活習慣
病を中心とした疾病予防を図る観点から国民健康保険の被保険者に特
定健康診査と特定保健指導を行います。

長岡京市国民健康保険特定健康診査等実施計画で掲げる特定健康診査等の目標率（60%）に対し、
令和5年度の特定健診受診者は4,753人、受診率は44.6％（速報値）となりました。新型コロナウイル
ス感染拡大の影響で落ち込んだ受診率も、ナッジ理論を活用した受診勧奨の効果も相まって回復傾
向にあります。
また、特定健康診査の結果、生活習慣病のリスクが高いと判断された方を対象に健康づくり推進課と
連携し特定保健指導を行うことで、生活習慣病の重症化予防に取り組みました。

基本目標２　保健・医療サービスの安心がある

　施策（３）　疾病等の予防と早期発見・対応
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通番 事業名 担当 事業概要
令和５年度の実績

（実施内容、成果など）

21 地域障がい者相談支援委託事業（精神） 障がい福祉課
地域生活支援事業の相談支援事業所が、精神障がいのある人等の日
常生活、福祉サービス、就労、住居、権利擁護等について情報提供や相
談に応じます。

受託事業所：１事業所
相談件数：502件

22 精神障がい者グループワーク事業 障がい福祉課
家に閉じこもりがちな人や回復途上にある精神障がいのある人等を対
象に、話しあい、創作活動等の社会参加の場を提供し対人関係の改善
を図ります。

事業所の人員不足などにより、圏域内事業所が実施する障がい者等への訓練の実施はなかったた
め、障がい者地域生活訓練事業補助金の交付もありませんでした。

23 自殺対策事業 地域福祉連携室
自殺の危険を示すサインや悩んでいる人に気づき、声をかけ、話を聴い
て、必要な支援につなげ、見守ることができる人（ゲートキーパー）を、地
域の中で１人でも多く増やすため講座を実施します。

ゲートキーパー養成研修　実施3回
市民向け講座（令和5年8月25日）では18名の参加者が、職員向け研修（令和6年3月8日）では27名
の参加者がそれぞれ、悩みを抱える人によりそう手法や傾聴するときのこころがけを学びました。また
市民向けスキルアップ講座（令和5年10月20日）では、15名の参加者が参加し、対応方法や傾聴スキ
ルのレベルアップ、必要な支援へのつなぎ方などの知識を深めることができました。

通番 事業名 担当 事業概要
令和５年度の実績

（実施内容、成果など）

24 地域リハビリテーション事業 健康づくり推進課

医師等による整形相談会や、作業療法士・理学療法士によるリハビリ
テーション相談の実施により、二次障がいの予防と地域リハビリテー
ションの概念の普及啓発を図り、地域で自分らしく暮らすことができる
環境を作ります。

【年間相談者数】
整形相談会 ： 実施回数 5回
　　　　　　　　  相談延人数 72人
ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ相談（OT・PT訪問指導） ： 相談実人数302人　　相談延人数498人

25 自立支援医療給付事業 障がい福祉課
障がいのある人等が公費医療対象となる治療を受ける場合、自立支援
医療（更生医療・育成医療・精神通院医療）、自立支援医療特別対策事
業、療養介護医療等の給付を行います。

更生医療　給付決定件数：369件
育成医療　給付決定件数：17件
特別対策事業　給付決定件数：6件
精神通院（新規）：287件
精神通院（継続）：1,435件
療養介護対象者：17件

27 入院時意思疎通支援事業 障がい福祉課
意思疎通が困難な重度障がいのある人が入院した場合に、支援員の派
遣等を通じて医療従事者との意思疎通の円滑化を図るなど、適切な治
療が受けられるようコミュニケーション支援を実施します。

件数：0件

　施策（５）　医療・リハビリテーションの充実

　施策（４）　心の健康づくりの推進
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通番 事業名 担当 事業概要
令和５年度の実績

（実施内容、成果など）

29 障害児相談支援給付・障害児通所給付事業 障がい福祉課

子どもの発達課題に応じた児童福祉サービス等の利用ニーズに対し、
適切な支援が受けられるよう相談に応じ、障がい児支援利用計画作成
のための障がい児相談支援事業の支給決定をします。また、障がい児
支援利用計画に基づき、適切なサービスを検討した上で必要な児童福
祉サービスの支給決定をします。

・令和5年度は、圏域内で児童発達支援事業所が1か所増加しました。
・児童発達支援事業や放課後等デイサービスの利用希望に対しては、サービスの必要性と支給量は、
個別検討の上支給決定を行いました。

30 発達支援保育実施事業（巡回訪問） 子育て支援課
保育所において、専門職チームによる巡回訪問を実施し、発達支援の必
要な子どもに対する保育等支援技術の向上を図ります。

・前期巡回（5/15～7/28のうち、27日間で実施）　対象児童90名（17施設）
・後期巡回（9/25～12/19のうち、28日間で実施）　対象児童93名（18施設）

31 軽度・中等度難聴児発育支援事業 障がい福祉課

身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・中等度難聴児に対して、
補聴器の装用により言語の習得や生活能力、コミュニケーション能力等
の向上を促進するため、補聴器の購入費用の一部を助成し、健全な発
達を支援します。

高度難聴用耳掛け型補聴器の修理４件の申請がありました。

32 発達障がいに関する理解啓発事業 教育支援センター
発達面での支援が必要な子どもに関する情報を発信し、発達障がいに
関する正しい知識の浸透を図るための普及啓発と理解促進に取り組み
ます。

教職員研修事業の教育課題特別研修会にて、特別支援教育研修会「特別支援教育～学級づくりの真
髄とは～」を開催し、小中学校教員、行政関係者の173名が参加し理解を深めました。

33 教育相談事業 教育支援センター
臨床心理士等専門の相談員が、子どもの教育に関する様々な心配や悩
みについて、心理検査やプレイセラピー、来所による面談、電話による相
談など、教育相談の体制の強化を図ります。

・教育相談延べ1,577件、電話相談670件。相談内容は不登校が64.5％、次いで家庭生活の問題に
関する相談が多くありました。保護者からの相談を受けるだけではなく、学校や子育て支援課等関係
機関との連携を密に行いました。
・就学相談延べ1,337件、電話相談555件。発達検査数は126件。学校から依頼のあった児童生徒に
ついて授業参観や関係教職員と連携し、より良い指導支援や保護者対応などについて相談活動を行
いました。
・児童精神科医による相談は16件実施。医師による助言は保護者に安心感を与え、子どもの理解につ
ながっています。
・長岡京市公式LINEによる教育相談受付を令和3年度9月より実施しており、令和5年度は35件でし
た。

34 医師・心理等発達相談事業 健康づくり推進課
医師や発達相談員が、乳幼児の発育や発達、言葉の悩み等について随
時相談に応じます。

【年間相談者数・延人数】
医師発達相談 ：   26人
心理発達相談 ：  352人
ことばの相談   ：  106人

基本目標３　子ども一人ひとりに合った支援・教育等が受けられる

　施策（６）　早期療育・発達支援及び相談体制の充実
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35 就学相談の実施 学校教育課
障がいや疾病、発達に課題がある子どもの就学上の課題に対応するた
め、教育相談（必要に応じて発達検査の実施）及び教育支援委員会の
協議を踏まえた就学相談を実施します。

検査を必要とする児童生徒に対し、発達検査を実施し、就学についての助言を行いました。

36 児童発達支援センター等整備事業
障がい福祉課
福祉政策室

長岡京市共生型福祉施設構想・基本計画に基づき、乙訓地域で生活し
ている障がい児やその家族に対する支援機能や障がいのある児童を預
かる施設への援助・助言を行う地域支援機能を有し、地域の障がい児
支援の中核となる児童発達支援センター等の整備を行います。

令和4年8月に整備・運営事業予定者として決定された法人から提出された企画提案をもとに、開設に
向けた調査研究を行うとともに、京都府（向日が丘支援学校を含む）、事業予定者を交えた調整会議を
重ねました。
診療所機能については、医師の配置等について京都府への要望を行い、調整を進めています。
代表法人：社会福祉法人向陵会
構成員：特定非営利活動法人朔日の会

通番 事業名 担当 事業概要
令和５年度の実績

（実施内容、成果など）

38 通級指導の充実事業 学校教育課
小・中学校において通常の学級に在籍している特別支援を要する子ども
に対して指導を行います。

通級指導教室を市内全10小学校に設けています。中学校は、2校に設置し、設置のない学校へは巡回
指導を行い、全中学校において通級指導を行いました。

39 学校教育管理事業（特別支援教育支援員の配置） 学校教育課
小・中学校において発達障がい等により、通常の学級に在籍しながら特
別支援を要する場合や、特別支援学級に在籍しながら特に介助等を必
要とする子どもに対して、支援員を配置します。

小学校に支援員を配置し、特別支援を要する児童への支援を充実させました。

40 長岡京市教育支援委員会運営事業 教育支援センター
障がいや発達に課題のある子どもの就学と教育的支援について調査及
び審議を行い、適切な就学につなぐとともに、特別支援教育に関する学
習及び研究等を行い、支援体制の強化を図ります。

・教育支援委員55名を委嘱し、全体会を2回、幹事会7回、新入児部会3回、在校生部会5回を開催しま
した。審議件数は年長児61件、小中学生129件。
・新入児審議を令和4度から2段階で実施し、2次審議については23の就学前機関で観察及び担任並び
に保護者と面談を実施しました。

41
小（中）学校就学援助支援事業（特別支援教育就
学奨励費支給事業）

学校教育課
小・中学校の特別支援学級に在籍している児童・生徒に対して、就学に
掛かる経費の一部を援助し、保護者等の経済的負担の軽減を図ることに
よって、特別支援教育の環境の充実に努めます。

特別支援学級に在籍する児童・生徒合わせて218人に対し就学奨励費を支給し、その就学に係る経費
の一部を援助することで、保護者の経済的負担の軽減を図り、特別支援教育の環境を充実させました。

　施策（７）　疾病や発達に課題のある子どもへの保育や教育の充実
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通番 事業名 担当 事業概要
令和５年度の実績

（実施内容、成果など）

43 放課後児童クラブ育成事業 生涯学習課
疾病や発達の課題がある子どもを放課後児童クラブで受け入れるため
の施設整備を行うとともに、加配支援員の配置など環境の充実に努め
ます。

施設数：10施設（12クラブ）を各小学校地内に併設
年間開設日数：286日
入会児童数：1,230人（うち、障がい児数：76人、令和5年5月1日現在）
指導員の加配：47人

配慮を要する児童の入会状況に合わせて加配の専任補助員を配置しました。また、向日が丘支援学
校の在籍児童については、担任と懇談の機会を設けて情報を共有し、児童の発達に応じた環境調整を
行いました。

44 すくすく教室推進事業 生涯学習課

学校や地域、家庭が一体となって、子どもの安全・安心な居場所を確保
し、特別教室や体育館等の学校施設において、地域の活力を利用して、
放課後や週末などの子ども達の活動拠点を創出し、学習やスポーツ、文
化活動などの取り組みを推進します。また、子ども同士の大切なふれあ
いの場となるよう、障がいの有無にかかわらず同じプログラムに参加で
きるように取り組みます。

令和5年度は各校とも活動が活発になっており、10小学校合計で開催日数379日、836教室、参加児
童数13,737人となりました。
活動支援のためコーディネーター会議を開き、各校の取組の情報共有、情報交換を行いました。

通番 事業名 担当 事業概要
令和５年度の実績

（実施内容、成果など）

46 心身障がい者相談事業 障がい福祉課
身体障害者福祉法と知的障害者福祉法による障がい者相談員を設置
し、相談員自らの経験を生かして相談に応じます。

心身障がい者相談日を毎月1回開催し、4月・10月に全相談員を対象として意見交流会を開催しまし
た。
市ホームページにおいて相談員制度の紹介を行うとともに、市民向けに障がい者相談員通信を作成
し、相談員の周知に努めました。

47
地域障がい者相談支援委託事業（精神）
〈再掲（21と同じ）〉

障がい福祉課
地域生活支援事業の相談支援事業所が、精神障がいのある人等の日
常生活、福祉サービス、就労、住居、権利擁護等について情報提供や相
談に応じます。

受託事業所：１事業所
相談件数：502件

48 地域相談支援事業（進路相談） 障がい福祉課
特別支援学校卒業予定者が希望に沿った適切な進路に進むことができ
るよう、学校主催の進路相談に参画し、本人・保護者・学校・その他支援
機関とともに支援します。

支援学校及び関係機関との連携のもと、個別進路相談を行い、進路選択の支援を行いました。令和5
年度卒業生：13名

　施策（８）　疾病や発達に課題のある児童への放課後支援の充実

　施策（９）　自己決定を尊重した相談体制の充実

基本目標４　住み慣れた地域で継続して生活できる
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49 相談支援体制充実事業 障がい福祉課
障がい福祉サービス、児童福祉サービス利用希望者の増加に伴う計画
相談のニーズへの対応をはじめ、総合的な相談対応や適切な支援への
つなげることのできる包括的な相談支援体制の構築をめざします。

誰でも身近な窓口で相談が受けられ、必要なサービスに結び付けられるよう、相談支援事業所に相談
業務を委託するとともに専門性の高い相談員の配置に努めました。
委託先：　6か所
のべ相談件数：17,052件
【主な相談内容】福祉サービスの利用等に関する支援：25％、健康・医療に関する支援：13％、生活技
術に関する支援：9％、不安の解消・情緒安定に関する支援：9％

通番 事業名 担当 事業概要
令和５年度の実績

（実施内容、成果など）

51 補装具給付事業 障がい福祉課
身体障がいのある人が、国が指定する補装具を装着することにより失わ
れた身体の一部、あるいは機能を補完できる場合に給付します。

補装具申請件数
交付：117件
修理：65件

52 支援の資質向上のための研修参加事業 障がい福祉課
国や京都府が開催する、障がい福祉に関連する資質の向上を目的とし
た研修等に積極的に参加し、窓口対応やサービス提供の質の向上に取
り組みます。

京都府が主催する障害者虐待防止・権利擁護説明会、障害福祉事務担当職員説明会等に参加し、職
員の資質向上に取り組みました。

53 日常生活用具給付適正化事業 障がい福祉課
地域生活支援事業上の日常生活用具について、種目や基準額、交付要
件の適正化を図ります。

日常生活や介護が容易になるような用具の購入等に要する費用を給付し、障がい者等の日常生活の
便宜を図り、その福祉の増進に資する事に努めました。
申請件数：724件

54
相談支援体制充実事業
〈再掲（49と同じ）〉

障がい福祉課
障がい福祉サービス、児童福祉サービス利用希望者の増加に伴う計画
相談のニーズへの対応をはじめ、総合的な相談対応や適切な支援へつ
なげることのできる包括的な相談支援体制の構築をめざします。

誰でも身近な窓口で相談が受けられ、必要なサービスに結び付けられるよう、相談支援事業所に相談
業務を委託するとともに専門性の高い相談員の配置に努めました。
委託先：　6か所
のべ相談件数：17,052件
【主な相談内容】福祉サービスの利用等に関する支援：25％、健康・医療に関する支援：13％、生活技
術に関する支援：9％、不安の解消・情緒安定に関する支援：9％

通番 事業名 担当 事業概要
令和５年度の実績

（実施内容、成果など）

56 身体障がい者住宅改造助成事業 障がい福祉課
身体障がいのある人が、住宅のバリアフリー化のため住宅を改造すると
き、市の専門職等が相談に応じ、改造費用の一部を助成します。

助成件数：7件

　施策（１１）　住まいの確保

　施策（１０）　障がい福祉サービス等の充実
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57 市営住宅修繕事業 住宅営繕課
市営住宅の大規模修繕等に合わせて、住棟・住戸内への手すりの設置
や段差の解消などを行います。

市営深田住宅で、浴室をユニットバスに交換することでドアの折れ戸化や段差解消等を図り、福祉対
応型工事を実施しました。

通番 事業名 担当 事業概要
令和５年度の実績

（実施内容、成果など）

59 障がい福祉人材養成事業 障がい福祉課
手話通訳者、要約筆記者、点訳奉仕員、朗読奉仕員の養成講座を開催
します。また、介護職員初任者研修の開催や開催支援などを通じ、障が
い福祉人材の養成・定着を図ります。

・手話教室入門編夜コースは31名が受講し30名が修了、昼コースは10名受講し9名修了しました。
・手話教室基礎編（二市一町共催）
　長岡京市14名
・要約筆記講座（二市一町共催）
　長岡京市7名受講、5名修了
・朗読奉仕員養成講座は１４名が受講・修了しました。

60 福祉の人材育成事業 福祉政策室

社会福祉に携わる人材を育成するため、福祉事務所において、社会福
祉士等の養成課程における社会福祉現場実習の受け入れを行います。
また、社会福祉主事資格の取得に必要な講座について、受講者の推薦
を進めます。

社会福祉現場実習受入：0人
社会福祉士実習指導者講習会：0人
社会福祉主事任用資格認定通信課程受講者：1人

61 人材確保支援事業 障がい福祉課
障がい福祉サービス事業所の人材確保のための催し等について協力・
支援します。自立支援協議会や高齢関係部署等とも連携し人材確保の
取り組みを行います。

・自立支援協議会の人材確保・育成部会にて、福祉に関する就職に興味を持ってもらうためのチラシを
作成しています。令和5年度は、より見学・体験に人を呼び込むために、見学・体験計画をチラシに盛り
込みました。
・新任職員連続講座、人材育成に携わる圏域職員の交流会を部会で実施し、圏域の人材の定着に取
り組みました。

62
乙訓圏域障がい者自立支援協議会設置・運営事
業

障がい福祉課
障がいのある人等と医療・福祉・行政など関係機関が障がいのある人の
地域生活上の課題を共有し、課題解決に向けた協議を通して連携強化
を図ります。

障がい福祉サービスの基盤整備と利用に関する総合調整を行う事を目的として、全体会1回、運営委
員会11回、専門部会32回(プロジェクト含む）を開催し、圏域内の課題共有を行いました。

63 在宅障がい者一時保護費事業 障がい福祉課
病気やけがなど、介助・介護を行っている家族の突発的な事情により、
一時的に在宅での生活が保てない事態が生じた際に、事業所に滞在・
宿泊できる緊急一時保護の支給決定をします。

3人

　施策（１２）　地域生活を支える社会資源の整備と活用

21



64 共生型福祉施設整備事業 福祉政策室
長岡京市共生型福祉施設構想・基本計画に基づき、地域共生社会の実
現に向け、障がいのある人の地域生活や、子どもの発達等を支え、あら
ゆる世代が交流できる共生型福祉施設を整備します。

・共生型交流エリアにおいて、高齢者の介護予防等を目的とした「健幸すぽっと（令和6年秋開所予
定）」の建設工事を実施しました。
・共生型交流エリア前のバス停について、上屋等設置工事の設計を実施しました。

通番 事業名 担当 事業概要
令和５年度の実績

（実施内容、成果など）

66 あいサポート企業等認定事業 障がい福祉課
共生社会の実現をめざし、あいサポーターの普及に積極的に取り組み、
職場における障がい理解を促進する企業や団体をあいサポート企業等
に認定します。

令和5年度は、９企業等（企業、団体）を「あいサポート企業等」として認定しました。

67 障がい者雇用促進事業 職員課
障がいのある人の市役所における雇用を進め、法定雇用率を達成する
とともに、能力を発揮し、継続して働くことができるよう、サポートに取り
組みます。

障がいのある人を対象とした職員採用試験を実施し、採用につなげることができました。また、障がい
者の任免状況についても、国・地方公共団体等の法定雇用率（2.6％）と同じ2.6%（令和5年１２月時
点）となっています。

通番 事業名 担当 事業概要
令和５年度の実績

（実施内容、成果など）

69 福祉的就労通所交通費助成事業 障がい福祉課
個人の適性と能力に合った働き方が選べるよう、福祉的就労事業所へ
の通所を要する利用者に対し、交通費負担の軽減策などを実施します。

申請延べ件数：82件（年間処理件数（過年度分の申請含む）
申請実人数：47人

70
障がい者就労施設等からの物品等の調達推進事
業

障がい福祉課
市の事業に要する物品や役務について、障がい福祉サービス事業所等
からの調達を推進し、障がいのある人の工賃向上を支援するとともに、
障がい理解を促進します。

令和5年度調達実績：5,103,594円
調達目標である"過去5年間（平成30年度～令和4年度）の実績平均額（5,046,360円）を超えるこ
と"を達成しました。

基本目標５　自分らしく働くことができる

　施策（１４）　福祉的就労の充実

　施策（１３）　雇用・就労の促進
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通番 事業名 担当 事業概要
令和５年度の実績

（実施内容、成果など）

71 障がい者文化教室等委託事業 障がい福祉課
障がいのある人の外出や社会参加の機会づくりに加え、一人ひとりの可
能性を育むことのできる文化・芸術活動を促進するため、「障がい者文
化教室」等を開催します。

長岡京市視覚障害者協会へ委託して、日常生活における礼儀・作法等の学習や実技を行う障がい者
文化教室を実施しました。
参加者延べ人数：125人

72 市民講座開設事業（聴覚言語障がい者学級） 中央公民館
聴覚言語障がいのある人の学習意欲の向上を目的として「聴覚言語障
がい者学級」を開催します。事前に学習テーマのニーズを把握し、実際
生活に即した学習の機会を提供します。

「足裏ほぐしと整体で健康を」という内容で実施しました。長岡京市ろうあ協会と長岡京市難聴者協会
にヒアリングを行い、企画しました。
全体で７名の参加がありました。参加者同士交流を図りながら、身体の痛みの原因、予防法とセルフケ
アの方法を学びました。皆さん足裏ほぐしにご興味があったようで、きちんと説明を受け実践できたこ
と、また足裏ほぐしを行うことで、体がポカポカ軽くなったと喜んでおられました。

73
障がい者社会参加・自立支援事業補助金給付事
業
〈再掲（12と同じ）〉

障がい福祉課
障がい当事者団体等による「障がい者スポーツフェスティバル」や「卓球
バレー大会」の開催に対して会場確保や費用補助などの支援を行いま
す。

障がい者団体へ補助金を交付しました。
5月：卓球バレー大会
9月：社会見学（生活行動訓練）
10月スポーツフェスティバル
1月：長障連新年研修会

74 障がい者スポーツ・レクリエーション事業 障がい福祉課

市内の障がいのある人が市外の様々な人と触れあう機会となる、京都
府障害者ふれあい広場「スポーツレクリエーションフェスティバル」や乙
訓障がい者スポーツ・レクリエーション広場等に幅広い世代が参加しや
すいよう取り組みます。

・「京都府障害者ふれあい広場」
5月開催
・「長岡京市障がい者スポーツフェスティバル」
10月開催
・「乙訓障害者スポーツ・レクリエーション」
年4回(6，8，12，3月)開催

75 文化芸術活動・スポーツ活動振興事業 文化・スポーツ振興課
障がいのある人が安全に楽しみながら文化芸術活動やスポーツ活動に
参加できるように、指導者の育成、活動の場の整備、大会の開催及び参
加支援などを行います。

2020東京オリンピック・パラリンピックのレガシーとして、ボッチャ競技の普及促進の一環として8月12
日（土）に長岡京ボッチャ交流会実行委員会による府民総体予選会を開催しました。

　施策（１５）　文化芸術・スポーツ活動の推進と活性化

基本目標６　文化芸術・スポーツ活動を楽しむことができる
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通番 事業名 担当 事業概要
令和５年度の実績

（実施内容、成果など）

78 市庁舎建替及び周辺整備事業 公共資産活用推進室
「ユニバーサルデザイン計画」に配慮した長岡京市新庁舎等建設工事実
施設計に基づき新庁舎建設を進めます。

「長岡京市新庁舎等建設工事実施設計」に基づき、長岡京市新庁舎等建設工事を進めています。
令和5年８月から供用を開始した「来庁者向けゆずりあい駐車場区画」について、障がいをお持ちの
方、妊産婦、高齢者などさまざまな理由で配慮が必要となる方の負担を減らすためにご活用いただい
ています。

79 公園緑地整備事業 公園緑地課
「長岡京市都市公園条例」の基準に基づき、ユニバーサルデザインに配
慮した公園のバリアフリー化を進めます。

・インクルーシブ公園づくりの整備指針に基づき、西山公園は造成工事を行い、粟生畑ヶ田公園は工
事に着手、長岡公園は村田製作所とともに設計を進めました。
・まちづくり協議における公園の整備において、都市公園の移動等円滑化整備ガイドラインに基づき、
開発指導を行いました。

80 阪急長岡天神駅周辺整備 まちづくり政策室
「長岡京市交通バリアフリー基本構想」に基づき、阪急長岡天神駅を中
心とした地区の整備方法をユニバーサルデザインに配慮しつつ、検討し
ます。

「阪急長岡天神駅周辺整備基本計画」で掲げる”ひと中心の賑わいのあるまち”を実現するため、誰も
が楽しく安全に回遊できる地区内道路網の配置や住み心地のよいまちの創生を目指して地域の方々
を中心とした事業検討会の開催並びに関係機関との協議を進めました。

通番 事業名 担当 事業概要
令和５年度の実績

（実施内容、成果など）

81 防災訓練等実施事業 防災・安全推進室

障がいのある人を含めたすべて全ての人が安心して過ごすことができ
るよう、避難所のユニバーサルデザイン化を推進します。また、障がいの
ある人の参加も想定した住民主体の避難訓練・避難所運営訓練を「長
岡京市防災の日」に全小学校区で実施します。

住民主体の避難訓練・避難所運営訓練を全小学校区で同日実施しました。障がいのある人も含め、約
２，０００人が参加されました。
避難所運営訓練事業補助金：545,000円
（１０組織）

83
視覚障がい者・聴覚障がい者への災害時情報提
供事業

障がい福祉課
聴覚・視覚等の障がいのある人に対して、災害時に緊急性の高い避難
情報等を音声電話やファクスで発信し、避難行動等を支援します。

令和5年8月の避難所開設時に、視覚障がい者にはRAIDENによる音声メッセージで、聴覚障がい者
にはファクスによる文字情報によって災害・避難情報を伝達し、避難行動を支援しました。
登録者：40名

基本目標７　安全で便利な環境がある

　施策（１７）　防災対策の推進

　施策（１６）　ユニバーサルデザインの推進
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84 自主防災組織育成事業 防災・安全推進室

災害時に、身近な地域で要配慮者等に対する救援等が迅速に行えるよ
う、地域の自主防災組織の育成、強化に努めます。また、避難時に配慮
を要する人の特性等について理解を進め、避難時の合理的配慮提供に
向けた意識高揚を図ります。

自主防災組織への出前講座等により、自主防災組織の活性化を図りました。また、各福祉避難所への
訪問や要配慮者支援対策作業部会の開催等を行い、自治会長・民生児童委員に要配慮者の制度理
解を深めてもらうよう、意識高揚を図りました。
出前講座：３７回
自主防災組織育成補助金：８３５，０００円（２９組織）

85 難病患者等の災害時の支援事業 障がい福祉課
医療依存度の高い在宅患者や重度難病のある人等に対して、災害時に
円滑な支援ができるよう、乙訓災害・救急医療協議会在宅療養児・者部
会等において、保健所等の関係機関との情報連携を図ります。

災害発災時に支援や配慮が必要な医療依存度の高い障がい者に対し、円滑な支援を行うための支援
計画の必要性について周知を図りました。

通番 事業名 担当 事業概要
令和５年度の実績

（実施内容、成果など）

86 成年後見制度利用支援事業
地域福祉連携室
障がい福祉課

法律関係団体や市内関係機関との連携のもと、成年後見制度利用促進
体制の充実を通じて成年後見制度の利用促進を図ります。また、身寄り
がないなどの理由で成年後見審判の申し立てをする人がいない場合に
ついては、市長が本人に代わって審判の申し立てを行うほか、収入によ
り成年後見人等の報酬を助成します。

総合生活支援センターに中核機関を設置し、市と共同で運営し、成年後見制度利用促進体制整備に
係る協議会を２回開催しました。専門相談を４回実施し、福祉支援機関の相談員のスキルアップに努め
ました。また、初めて市内の金融機関との意見交換会を実施し、福祉の枠を超えた権利擁護に関する
情報共有や協力の在り方について検討することができました。
市長申立に係る成年後見審判申立審査会を５回実施しました。

87 障がい者虐待一時保護委託事業 障がい福祉課
障がい者虐待により保護の必要がある場合に契約事業所内で一時的
に生活できるようにします。

委託事業所数：6か所
延べ利用人数：0名
延べ利用日数：0日

・虐待により一時的に保護すべき障がい者等が発生した場合に、速やかに保護を行えるよう、事業者
等と契約を締結しました。

通番 事業名 担当 事業概要
令和５年度の実績

（実施内容、成果など）

90 人事管理事業 職員課
市役所の窓口等に、手話のできる職員を配置します。また、職員が、障
害者差別解消法と職員対応要領に基づく適切な対応を図るよう周知・
徹底します。

手話通訳ができる職員を福祉事務所に5名（うち会計年度職員１名）配置しました。
新規採用職員に対し、体験を通じてコミュニケーションの取り方を学び、合理的配慮の考え方に即した
対応力を高めることを目的として福祉施設実地体験研修を実施しました（22名受講）。
「誰もが共に自分らしく暮らす長岡京市障がい者基本条例」の趣旨をふまえ、障がいのある人に対し
て、全庁的に適切な対応ができるようにするため、職員研修を実施しました（27名受講）。

　施策（１９）　行政サービスにおける合理的配慮

　施策（１８）　権利擁護及び虐待防止の推進
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91 図書館サービス事業 図書館

身体障害者手帳１～３級・療育手帳・精神障害者保健福祉手帳１級以
上・介護保険法の要介護認定３以上の人に対して、図書貸出期間を延
長します。また、図書館資料を自宅まで配送する「アウトリーチサービス」
や、図書館録音室等において、視覚障がいのある人に対してボランティ
アによる対面朗読を実施します。

①図書貸出期間延長者の新規登録者5名（総計57名）
②アウトリーチ（図書の宅配・回収）の新規登録者2名（総計8名）
③アウトリーチの実績0回（貸出数0冊）
④対面朗読の利用者1名　対面朗読5回、テープ録音２９回実施

92 各選挙事業 総務課

投票が困難な障がいのある人の投票機会確保のための郵便投票の周
知、指定施設での不在者投票等の実施、スロープや車いす使用者の記
載台を設置するなど投票所のバリアフリー化、視覚障がいのある人を対
象に投票所入場券に点訳シールを貼付して送付する等、各選挙に際し
情報提供の配慮を実施します。

令和5年4月9日執行京都府議会議員選挙
・入場券点訳シール貼付件数：17件
・車いす使用者の記載台設置数：15台（期日前投票所含む）
・郵便投票制度等について、市ＨＰ及び広報紙で周知しました。

93
まちづくりへの参画促進事業
〈再掲（9と同じ）〉

障がい福祉課
障がいのある人の意見が行政運営や地域活動等において反映されるよ
う、当事者やその家族との対話の場を継続して設けるとともに、誰もが
参加しやすい環境を整えつつ、審議会等への参画促進に取り組みます。

聴覚障がい者要望懇談会、乙訓やよい会懇談会において、障がい当事者やご家族との対話の場を設
けました。また、市の施策へ意見の反映を目的とし、地域公共交通会議、防災会議、公民館運営審議
会、スポーツ推進審議会において、障がいのある方が委員としての参画されました。

通番 事業名 担当 事業概要
令和５年度の実績

（実施内容、成果など）

95 障がい者の意思疎通支援事業（支援者・設備面） 障がい福祉課

聴覚障がいのある人等の意思疎通を支援する手話通訳者、要約筆記
者等を派遣します。関係機関と連携し、公共性の高い施設等においてユ
ニバーサルデザインに配慮した機器（情報保障機器）の整備と更新に努
めます。

手話通訳者　延べ派遣人数：213人
要約筆記者　延べ派遣人数：246人
内パソコンによる要約筆記派遣を計24回実施しました。

96 障がい者の意思疎通支援事業（情報発信面） 障がい福祉課
ボランティアの協力を得て、市役所からの郵便物に通知内容や部課名を
点字印刷したり、会議資料を点訳したりする等、視覚障がいのある人に
配慮した情報提供に努めます。

ボランティアの協力の下、市の郵送物に点字印刷をしたり、会議資料において点字資料を作成するな
ど、視覚障がい者への情報保障に努めました。

　施策（２０）　情報アクセシビリティの向上
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97 情報発信体制のバリアフリー化事業 広報発信課

広報紙などの作成は、色覚多様性のある人に配慮した色使いや、ＵＤ
（ユニバーサルデザイン）書体を使用します。また、視覚や聴覚に障がい
のある人へ、広報紙掲載情報を、ボランティアの協力により点字化・音声
化して提供します。各課がホームページで配信する情報の表現等につ
いて、音声読み上げソフトなどにも対応する適切な形となるよう指導しま
す。耳で聴く広報として、ＦＭおとくにを通じて、広く市政情報を発信しま
す。

広報紙などの発行物は、誰にとっても読みやすい紙面となるよう、色彩や書体に配慮して作成しまし
た。また、ボランティアサークルの協力で、広報紙を点字化・音声化し、必要とされる方に提供しました。
ホームページは、音声読み上げソフトに対応した表現・構成を意識するとともに、表や画像にはその内
容を説明する文章を埋め込むよう、担当各課に指導しました。
視覚障がいのある人も情報を得やすいよう、コミュニティFMを活用した情報発信に努めました。

通番 事業名 担当 事業概要
令和５年度の実績

（実施内容、成果など）

98 長岡京駅前線整備事業 まちづくり政策室
街路事業の実施に伴い、誰もが安全で快適に通行できるよう、段差の
少ないゆとりある歩道の整備を行います。

長岡京駅前線（第4工区）の整備に向け、用地買収及び詳細設計並びに道路管理者や関係機関との協
議を進めました。また、道路築造工事に着手し、排水構造物等の整備を行いました。

99
舗装復旧・側溝改良事業及び交通安全施設整備
事業

道路・河川課
歩行者等の安全・快適な歩行空間を形成するため、歩道の拡幅、段差
や急勾配の解消、舗装の復旧、側溝整備、交通安全施設の整備等を計
画的に実施します。

・舗装復旧・側溝改良事業
　4地区で延長290mの整備を実施しました。
・交通安全施設整備事業
　3地区で延長260mの歩道整備を実施しました。

100 公共交通基盤整備事業 交通政策課
交通バリアフリー化に向けて、ノンステップバスの導入に関して、バス事
業者への支援を行います。

市内バス路線への低床式バス導入にあたり、市内の一部地域を運行する路線バス事業者に対して支
援を実施しました。
・令和5年度3台導入

102 愛のタクシーチケット事業 障がい福祉課
障がいにより外出困難な人の社会参加を支援するため、タクシー利用
券を支給してタクシーの料金などを一部助成します。

・申請件数1,508件、交付額は17,107,000円
・利用額は15,073,500円
・利用割合はタクシー代46.8％、ガソリン代53.2％

　施策（２１）　移動環境の充実
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